






















（ 1 ）　新井隆一『行政法における私人の行為の理論〔第 2 版〕』（成文堂・1980年）。

























（ 2 ）　新井・前掲注（ 1 ）・ 3 頁。
（ 3 ）　国際連合は、1956（昭和31）年に、「全人口に占める65歳以上の人口比率・老
齢人口比率が 7 ％を超えた社会」を「高齢化社会」と規定した。
（ 4 ）　長谷川公一ほか『社会学』（有斐閣・2007年） 2 頁。
（ 5 ）　この点に関する近年の業績としては、『高齢社会における租税の制度と法解釈』
日税研論集72号（2017年）所収の各論稿、浦東久男「成年後見制度と税法上の義




原田尚彦『行政法要論〔全訂第 7 版補訂 2 版〕』（学陽書房・2012年）93頁以下では
「行政過程における私人」の項目を設けて、議論が行われているが、そこで論じら
れている個別的な内容は本稿との関係では必ずしも新規性を有するものではない。




































（ 7 ）　近江・前掲注（ 6 ）・40頁。
（ 8 ）　近江・前掲注（ 6 ）・42─43頁。
（ 9 ）　新井誠ほか編『成年後見制度　法の理論と実務〔第 2 版〕』（有斐閣・2014年）
〔赤沼康弘執筆〕21─22頁。





































































（14）　新井・前掲注（ 1 ）・ 6 頁。
（15）　田中二郎『行政法総論』（有斐閣・1957年）246頁以下。
（16）　新井・前掲注（ 1 ）・ 8 ─ 9 頁。
（17）　新井・前掲注（ 1 ）・21頁。





































































（23）　田 中・ 前 掲 注（10）・111頁。 塩 野・ 前 掲 注（ 5 ）・405頁、 宇 賀・ 前 掲 注
（ 5 ）・74頁も同旨。


























































































































































（40）　宇賀・前掲注（ 5 ）・337頁。最高裁昭和29年 8 月24日判決・刑集 8 巻 8 号1372頁。














































発生していなかったということはできず、昭和63年 3 月 8 日の経過後にお
いて B の相続税の申告書が提出されていなかった場合に、所轄税務署長



















































































































































































































































































516　　早法 95 巻 3 号（2020）
行政庁は、その者に対して、決定の処分をなす可能性が大であろうからで
ある。」



























































518　　早法 95 巻 3 号（2020）




















































不動産収入の 2 分の 1 に相当する金額の不当利得返還請求権を取得したと












































務者の精神作用を必要としない（72条 1 項・ 2 項）。このことは、還付請求
















求権の消滅時効の完成については、上記国税通則法74条 1 項、 2 項、72条




の民法158条 1 項の類推適用の可否」新・判例解説 Watch2019年10月号231─234頁
参照。




















の支払の時」に成立し（国税通則法15条 2 項 2 号）、「成立と同時に特別の手
続を要しないで」確定する（15条 3 項 2 号）ことを考慮しても、重視しな
ければならない国の予測可能性等とはいかなるものであるのかなお検討を
要する。
おわりに
　成年後見人の制度を踏まえて納税義務履行行為の問題を検討することに
より、租税法における私人の行為の問題に係る今日的な議論をすることを
制限行為能力者の納税義務履行行為に関する若干の考察（高野）　　523
当初念頭においていたが、諸般の事情により既存の議論の表面的な確認と
自らの過去の業績を追認するような内容のものにとどまった。さらなる検
討を他日に期すことで、ご海容を願いたい。
〔付記〕首藤重幸先生には、私が大学院博士後期課程の学生の頃から、指導
教授の新井隆一先生の主宰する研究会等でいろいろとご教示頂くようになっ
て以来、今日に至るまで、今では新井先生から引き継がれて首藤先生が主宰
される研究会等でご指導頂いているほか、この間、租税法学会の研究総会で
も報告を二度ご一緒させて頂くなど、同門の研究室の後輩の身でありなが
ら、苦楽をともにさせて頂いてきた同士という思いが強く、先にご定年を迎
えられる実感がわかないというのが正直なところです。今後もご健勝で益々
精力的にご活躍くださることを願ってやみません。
